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【要　旨】
本報告書の第 1章から第 5章を通した議論と指摘を踏まえて、高齢者を支える技術を取り囲む

課題と、その課題を乗り越えるための政策オプションをまとめた。高齢者の生活の多様化に伴う支
援技術の多様化は、それらの技術をどこまで、どのような制度で、どのレベルで支援するかという
政策判断に大きく関わってくる。介護保険による支援制度を維持する一方で、保険外の支援技術や
サービスの安全性や利用に関する情報を包括的に提供するプラットフォームの構築の必要性も高ま
ると考えられる。また、個人の自宅や地域での技術利用、普及を促進するためには、地域包括ケア
システムの中に技術を積極的に位置付け、技術の自宅及び地域への導入モデルを構築していくこと
が求められる。技術をめぐる倫理的、法的、社会的課題の中には、高齢者をユーザーとするからこ
そ特に留意が必要な点が存在する。これらの課題を乗り越え、産業としても高齢者支援技術を発展
させるには、リビングラボの取組への期待は高く、日本型リビングラボの構築と、そこから新たな
高齢者支援技術の開発や高齢社会の新たな価値観を世界に向けて発信することが期待される。

はじめに

ここまで第 1章から第 5章を通して、「高齢者を支える技術」の現状と課題を、技術面、法的・
倫理的側面、制度・政策面、社会文化的側面、技術や価値観をつくりだすプロセス面という多
方面から取り上げ、論じてきた。最後に、高齢者とその支え手が快適かつ豊かに、住み慣れた
環境の中で適切な支援を得て暮らすことを可能にするための技術という、報告書の冒頭で掲げ
た本報告書のテーマに立ち返り、高齢者支援技術をめぐる現状の課題を整理し、今後に向けた
幾つかの政策オプションをまとめる。

Ⅰ　高齢者を支援する技術をめぐる課題のまとめと今後の政策オプション

１　対象となる技術の多様化
本報告書では第 1章Ⅰの冒頭で、対象とする「高齢者の暮らしを支える技術」を、介護保険
制度における福祉用具や、政策として開発普及が進められているロボット介護機器に限定せず、
「高齢者が健康で文化的かつ豊かな生活を営むことを支援する、高齢者あるいは関与者（家族
や介助者）を支援するための製品（ソフトウェアを含む）」と広く定義した。これは、技術が
支える対象である「高齢者」の心身機能や家族構成、ライフスタイル等が実に多様であり、そ
の支援は日常生活のケアや介護現場にとどまらないからである。特に、第 1章Ⅲで指摘したよ
うに、年齢や障がいにかかわらず生涯にわたって生産活動、社会活動に参加することを推し進
める社会の動きを踏まえると、支えるべき「高齢者の暮らし」の範囲は、基本的な日常生活動
作や住居の中での活動はさることながら、より複雑な動作や、高い身体的、認知的機能を必要
とする、より広範囲の地域社会での活動を含むものとなっていくと考えられる。
実際、第 2章で紹介したように、対象となる製品・技術は広範囲に及び得る。特に、情報技

＊　本章におけるインターネット情報の最終アクセス日は、令和 3（2021）年 2月 12日である。
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術を活用した製品・サービスが増えていく中で、これまでの人間の機能や行動を「補填」、「補
助」する技術から、機能や行動を「拡張」する技術へとその役割も広がっている。さらに、ユー
ザーを高齢者に限らない一般向けの製品や技術の中にも、高齢者の生活を支援し、生活の質向
上に役立つものが多く存在している。高齢者に使用が広がることで、従来認識されていなかっ
た問題が大きくなることもあるであろう。高齢者の生活が多様化する中で、対象となる支援技
術も多様化が更に進むと予測すると、それらの技術の安全面の保証をいかに行うか、技術導入
の支援をどこで線引きして、どこまで、どのような政策の下で行うかなど、様々な課題が生じ
てくることが考えられる。

２　国レベルでの政策による技術の支援
支援技術の開発と社会への導入、普及の過程においては社会政策の影響が大きいことを複数
の章で指摘してきたが、特に我が国では、介護保険の対象となっている支援機器（福祉用具）
については、介護保険制度開始から 20年が経過し、制度の下で様々な製品が開発され、高齢
者の在宅生活への導入・普及も進んできた。
第 2章Ⅲ- 1で指摘しているように、介護保険制度の下で使用される福祉用具の認証制度が機器
の安全性を確保し、またレンタル制度によって高齢者自身のニーズ変化に対応した用具の柔軟な選
択、導入が可能になっているなど、評価される点がある。今後も、生活に不可欠な機器・用具を、
本人の状況に応じて適切に選び導入できる、国レベルでの制度の維持は重要課題である。
第 4章を中心に取り上げた「介護ロボット」は、日本では国の政策として開発と導入が推し
進められてきた領域である。第 4章Ⅱで紹介した調査研究が示すように、我が国ではニュース
やアニメ、漫画等の社会文化的体験を通してロボットを比較的身近に感じている人が多い一方
で、実際の暮らしの現場にロボットが普及するには至っていない。介護ロボットは、現状、主
に介護施設向けの機器が多く開発され、施設導入モデルが先行している状況にあり、一般の人々
にとってはまだまだ遠い存在であろう。介護サービス提供者へのヒアリング調査（コラム 3）
でも、福祉用具や介護を支援する機器・製品の自宅への導入に対して高齢者や家族が抵抗を示
す、機器自体が体力のある介護者が使うことを前提としていて高齢者の生活実態にそぐわない、
本人及び家族向けの操作指導が個別に必要など、機器の個人宅への導入を阻害する要因が幾つ
か指摘された。他にも、導入に際して誰が経済的負担をするのか、家屋や自宅環境が機器導入
に対応可能か、導入後の長期的なサポート体制をどう取るか等を含め、開発された機器や技術
が現実に在宅高齢者の暮らしに導入されるための条件整備及び自宅導入モデルの構築は、道半
ばと言えるであろう。さらに今後は、地域包括ケアシステムの中に、支援技術やシステムの配
置・導入を積極的に位置付ける、支援技術の地域導入モデルを議論し開発していくことが必要
ではないだろうか。またその際には、製品・サービスの導入に伴う周辺的、環境的な整備を支
援するかどうか、支援するならば誰がどこまで行うかが大きな課題であろう。

３　保険対象外の技術の評価、活用情報プラットフォームの可能性
他方で、多様化するニーズ及び日進月歩する技術・製品に合わせて、介護保険制度が支援す
る対象製品・サービスを際限なく広げることは現実的ではない。保険対象外の製品・技術であっ
ても、高齢者の自立生活を可能にし、生活の質向上に資する製品や技術については、安全性を
保証し、製品・技術に関する十分な情報を提供し、必要な人がその使用を検討できる環境を整
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えることが必要である。特に、情報通信技術を活用したサービスは急激に拡大している。これ
らサービス等は、例えば外出が困難になっても自宅にいながら買い物、金融サービスの利用、
社会参加ができる可能性が高まるなど、高齢者に恩恵を与える可能性が高い。一方で、それら
のサービス等を用いた詐欺や、認知症を持つ高齢者が使うことで起こり得る危険性などが指摘
されている（第 1章Ⅳ、第 3章Ⅲ）。
玉石混交の技術やサービスの中から、ユーザー自身が自分の生活やニーズに合った製品や
サービスを適切に選び、安全に活用できるようにするためには、評価システム、機器の活用や
安全に関する情報の集約、発信のプラットフォームの整備が求められる。プラットフォームの
整備は、これら技術、サービスの市場拡大にも貢献すると期待される。
支援機器や技術に関する情報のプラットフォームとしては、例えば国立障害者リハビリテー
ションセンターが運営する支援機器イノベーション情報・支援室のホームページ（1）や、同研究
所のホームページ下に設置された「認知症のある人の生活支援機器データベース」（2）、経済産
業省の補助事業及びその後継事業である日本医療研究開発機構（AMED）の補助事業で開設さ
れている「介護ロボットポータルサイト」（3）、公益財団法人テクノエイド協会が運営する「福
祉用具ニーズ情報収集・提供システム」（4）など、既に幾つかのプラットフォームが存在しており、
それぞれの得意とする領域をつなげることで豊かな情報プラットフォームが構築される可能性
がある。
製品・技術の評価は、第 2章Ⅰで示したように多様である。安全基準の評価のみならず、高
齢者やその支援者にとって使いやすいか、自立度の維持・改善に役立つか、さらには生活の質
を高めるものであるかなど多様な側面からの評価を行い、承認していく認証制度も考えられよ
う。ユーザーが主体となってこれらを多方面から評価し、その結果を社会に公表し、より使い
やすく、機能及び生活の質向上に資する技術が選ばれるような仕組みを社会全体として作って
いくことが必要である。その仕組みづくりにおいては、第 4章で示したエコシステムの概念、
そして、第 5章で紹介したリビングラボの方法論や場づくりが参考になろう。

４　高齢者を対象とした技術の導入や受容をめぐる倫理的、法的、社会的課題
対象技術の多様性を受けて、それら技術の開発・導入・普及に関わる倫理的、法的、社会的
課題も非常に多様であることが、第 3章や第 4章の議論から明らかになった。これらの章で取
り上げた議論は、必ずしも高齢者を支援する技術に特化した問題ではなく、人の暮らしに関わ
る科学技術をめぐり、様々な分野、領域で課題となっているものである。
しかし、その中でも、対象が高齢者とその支援者であるからこそ、特に留意して議論を重ね
るべき課題が存在する。
例えば、認知機能の低下した高齢者の自己決定権やプライバシー権の問題に関しては、高齢
者の意思決定能力をどう判断するか、家族や支援者がどこまで高齢者本人の意向を汲んだ支援
ができるか、といった倫理的問題がある（第 3章Ⅱ）。近年、認知機能の状態や認知症の診断
に AI等を活用する技術も急速に進みつつある（5）。これらの診断や判断に関わる技術は本報告

⑴　「支援機器イノベーション情報・支援室」国立障害者リハビリテーションセンターウェブサイト <http://www.
rehab.go.jp/innovation/>
⑵　「認知症のある人の生活支援機器データベース」同上 <http://www.rehab.go.jp/ri/kaihatsu/lifeSupport/top_ja.php>
⑶　「介護ロボットポータルサイト」 <http://robotcare.jp/jp/home/index.php>
⑷　「福祉用具ニーズ情報収集・提供システム」テクノエイド協会ウェブサイト <https://www7.techno-aids.or.jp>
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書の範疇を超えるため取り上げなかったが、そうした技術は、高齢者自身や周囲の人々、社会
の安全を守る重要な役割を担い得る一方で、使い方によっては高齢者自身の権利や自由を制限
する可能性もある。技術が何らかの活動を制限する可能性がある場合は、その使われ方には十
分に慎重であるべきであり、使用の範囲をチェックする体制が必要である。同時に、制限され
得る活動を補償、代替する技術やシステム（例えば、認知機能の低下を理由に自動車運転免許
を返納する場合における免許返納後の移動を支援する技術やシステム）を開発、提供する取組
が必要であろう。
日常生活のケアという、プライベートな空間や人間関係に入り込み、人の尊厳に大きく関与
する支援においては、技術は人の代わりなのか、人の支援を支え補うものであるべきなのか、
技術の導入によって本当に高齢者の生活の質向上と介護者の負担軽減が両立し得るのか、と
いった議論は、慎重に行われる必要がある（第 4章）。技術導入の前段階である実証試験の段
階での倫理性・安全性の問題についても、これまで医学系研究を土壌としてきた倫理審査の方
法論や情報が工学系研究ではまだ十分に浸透していないという問題がある（第 3章Ⅱ）。
また、支援技術に情報技術が不可欠となるほどに、一般的に情報弱者、技術弱者と呼ばれること
の多い高齢者層にどのように必要な情報支援技術を届けるかという社会環境整備の問題も立ちはだ
かる（第 3章Ⅲ）。自宅や地域社会への技術導入においては、病院、学校、介護施設のように、施
設を管轄する者が一気に環境整備を進めるというわけにはいかないため、技術に対する社会全体の
理解を深め、技術が社会に受容される素地をつくる努力が求められるであろう。

５　リビングラボの可能性
以上の課題を乗り越え、高齢者の暮らしを支援する技術のあるべき姿やありたい姿を考え、
その実現に向けて新しい技術や制度、考え方を提案していくためには、科学技術、医療、介護、
法、倫理、行政等の専門家による課題の抽出や分析とともに、当事者である高齢者やその支援
者を中心として、実生活に近い場で技術開発と導入、普及の試行錯誤を行う過程が重要になる。
第 5章では、近年国内でも注目され、試行的な取組が各地で始まりつつあるリビングラボに
注目した。第 5章Ⅰ- 2において、リビングラボとは、「製品・サービスの企画や政策・活動の
企画の主体（企業、行政、NPO等の提供者）と、生活者（利用者）とが共に、生活者の実生
活に近い場で、仮説の探索や解決策の検討・検証を実験的に行うための仕組み（環境及びプロ
セス）」であると定義している。第 5章Ⅲ- 2で指摘したように、日本におけるリビングラボの
実践はいまだ黎明期にあり、日本社会の構造的特性や社会文化的背景を踏まえたリビングラボ
の在り方について実践を重ねる必要がある。政策的な主導により、関与者が安心してアイデア
と技術を共有できる場、実験し失敗できる場を担保することも、今しばらく必要かもしれない。
人口に占める高齢者の割合が高く、様々なニーズを持つ高齢者が地域に多く住まう日本のリ
ビングラボには、高齢者を支える技術や政策の発展に貢献する大きな強みがある。東アジア地
域は世界のどこよりも多くの 65歳以上人口を抱えている地域であり（6）、アジアの中でも先ん

⑸　例えば、音声の解析を認知症の一次スクリーニングに用いるもの（加藤昇平ほか「高齢者の発話から認知症の
危険度を察知する情報技術―誰でも気軽に使える認知症スクリーニングを目指して―」『人工知能』31巻 3号 , 
2016.5, pp.356-362）、人型ロボットとの会話内容を解析する技術（吉井謙太ほか「近時記憶課題と人型ロボットと
の日常会話における軽度認知障害患者の発話特徴分析」『情報処理学会研究報告自然言語処理』2020-NL-246(14), 
2020.11, pp.1-6）、顔の映像から認知機能の低下を見分ける可能性を報告する研究（Y. Umeda-Kameyama et al., 
“Screening of Alzheimerʼs disease by facial complexion using artificial intelligence,” Aging, 13(2), 2021.1, pp.1765-1772）
などが報告されている。このような技術の医療現場等での実用化に向けた動きも進みつつある。
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じて高齢化が進んだ日本の経験に世界は関心を寄せている。高齢者支援技術の開発、年齢に関
係なく生き生きと暮らせるエイジフレンドリーな地域社会づくり、といった本報告書のテーマ
に深く関連するリビングラボ活動が蓄積されていく中で、日本型のリビングラボ手法が確立し、
その過程で超高齢社会の日本ならではの価値観や製品、サービスが世界に向けて発信されるこ
とが期待される。

６　産業としての高齢者支援技術の発信に向けて
第 2章Ⅲ- 2で指摘したように、日本では、高齢者を支える技術を産業として育てようとい
う気運が高まっているが、国内外での規格の違いや認証制度の違いが大きな壁として存在して
いる。特に中小企業、ベンチャー企業にとっては、これらの規格、認証制度の違いやそれに伴
う手続の煩雑さが、開発に取り組むことを躊躇させる大きな要因となり得る（第 3章Ⅰ- 3、
コラム 2）。同様に、個人情報を収集、活用する機能が付与された製品・サービスにおいては、
個人情報保護に関連する規制やデータポータビリティの問題が製品開発の前に立ちはだかるこ
とも指摘されている（第 3章Ⅲ- 2）。これらの課題に対処するためには、国内規格や国内での
個人データ利用制度の整備もさることながら、国際的な規格や制度の構築に日本として積極的
に関与していくことが必要であろう。

おわりに

本章では、第 1章から第 5章までで指摘してきた多くの課題を 6点にまとめて提示した。そ
れぞれの課題について、高齢者を支える技術への期待が高まっている中で、技術の発展を支え、
それらの技術が真に高齢者やその支援者、介護者の生活の質を高めるものとなるために、政策
立案上、検討するべき点をオプションとして挙げた。
当然のことながら、高齢者を支える技術をめぐる政策課題は、これら 6点に限られるもので
はない。我が国では、人口に占める 65歳以上の割合は既に 28%を超えており、2036年には
人口の 3人に 1人が 65歳以上となる社会が到来すると予測されている（7）。もはや、あらゆる
技術や制度の利用者に高齢者が含まれると考えるのが当たり前の社会である。高齢者を取り巻
く居住環境、生活環境、高齢者の暮らしを支援する様々な社会制度、そして社会文化的な背景
というエコシステムの中に、どのように製品や技術、システムを位置付けるかは、我が国の今
後の技術政策と高齢社会政策において大きな課題である。どのような高齢社会を描くか、私た
ち一人一人が高齢期をどのように生きたいと考えるかを議論する場で、併せて、技術がどうあ
るべきかを議論することが必要とされている。
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⑹　The World Bank, Live Long and Prosper: Aging in East Asia and Pacific, 2016, Washington D.C: World Bank, 2016 p.3. 
<https://openknowledge.worldbank.org/bitstream/handle/10986/23133/9781464804694.pdf> 同レポートの日本語プレス
リリースは「急速に高齢化が進む東アジア―労働力減少に歯止めをかけるには生涯にわたる政策と公共支出拡大
が 不 可 欠 ―」2015.12.9. World Bank website <https://www.worldbank.org/ja/news/press-release/2015/12/09/policies-
needed-to-tackle-labor-force-decline-higher-public-spending-in-rapidly-aging-east-asia>
⑺　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年推計）：結果の概要」2017.4, p.3. <http://www.

ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_gaiyou.pdf>

第 6章　課題のまとめと今後の政策オプション

高齢者を支える技術と社会的課題（科学技術に関する調査プロジェクト 2020）　103


